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�会計基準等�
税効果

ASBJ　税効果の開示拡充候補に３項目
 3294（1/23）

ASBJ　法人税等会計基準を３月末まで
に公表へ 3296（2 / 6）

ASBJ　税効果会計の開示拡充の文案提
示 3299（2/27）

ASBJ　「法人税，住民税及び事業税等に
関する会計基準」を公表 3302（3/20）

ASBJ　税効果の開示拡充，税法改正の
影響記載案は取下げへ 3303（3/27）

ASBJ　税効果　単体は開示拡充項目の
一部を不要に 3306（4/17）

ASBJ　税効果開示の新基準，早期適用
も認める方向 3308（5 / 8）

ASBJ　税効果の審議状況まとめ 3309（5/15）

ASBJ　税効果注記に繰越欠損金の情報
等追加 3312（6 / 5）

収益認識

ASBJ　基準の範囲・名称などを検討
 3294（1/23）

ASBJ　収益認識，重要性に関する議論
を継続 3300（3 / 6）

経財ニュース・トピックス
ASBJ　収益認識　開示や適用時期等を

議論 3308（5 / 8）

ASBJ　収益認識，「開示」や「経過措置」
など審議 3312（6 / 5）

ASBJ　草案７月公表に向け審議大詰め
 3315（6/26）

マイナス金利

ASBJ　適用後レビューで意見募集へ
 3293（1/16）

ASBJ　実務対応報告の適用は１年間
 3295（1/30）

４月期以降の割引率の開示状況 3296（2 / 6）

ASBJ　マイナス金利対応，本質論は今
後に持越し 3302（3/20）

ASBJ　マイナス金利の取扱いで実務対
応報告公表 3304（4 / 3）

ASBJ　ガイダンス開発なら年内完成を
見込む 3311（5/29）

リスク分担型企業年金

金融庁　リスク分担型企業年金導入で財
規改正 3293（1/16）

有償新株予約権

ASBJ　権利確定条件付き有償新株予約
権，実務対応報告を開発へ 3297（2/13）

総合索引
29 No.3292 ～3315

１月～６月

年
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ASBJ　権利確定条件付き有償新株予約
権の実務対応報告案公表� 3310（5/22）

仮想通貨

FASF/ASBJ　仮想通貨の会計処理，
ASBJが当面の取扱いを開発へ� 3302（3/20）

ASBJ　仮想通貨の会計処理開発，必要
最小限の範囲で� 3308（5 / 8）

公共施設等運営権

ASBJ　公共施設等運営権のコメント対
応を検討� 3305（4/10）

ASBJ　公共施設等運営権は次回委員会
で公表議決へ� 3306（4/17）

ASBJ　公共施設等運営事業の実務対応
報告公表� 3309（5/15）

公共施設等運営権の現状と展望� 3311（5/29）

その他

経団連　のれんの会計処理，94%の会
社が償却を望む� 3299（2/27）

ASBJ　「中小会計指針」の改正版を公表 
� 3303（3/27）

ASBJ　IFRS適用の国内子会社等にも当
面の取扱い適用� 3304（4 / 3）

基準諮問会議の新議長に湯浅一生氏 
� 3304（4 / 3）

ASBJ　IASB開示原則DPへのコメント
対応を検討� 3310（5/22）

急速に関心高まる「RPA」� 3314（6/19）

ASBJ　のれんに関するアナリストの見
解を公表� 3315（6/26）

�国際会計基準（IFRS）�
保険契約

IFRS第17号「保険契約」は５月最終化
へ� 3300（3 / 6）

IASB　IFRS第17号「保険契約」を公表 
� 3311（5/29）

IFRS任意適用

IFRS任意適用，2017年３月期からは16
社� 3295（1/30）

IFRS任意適用会社の関係会社の適用状
況� 3299（2/27）

2017年3月期以降のIFRS移行は46社 
� 3310（5/22）

修正国際基準（JMIS）

ASBJ　修正国際基準を改正，「削除また
は修正」項目はなし� 3307（4/24）

ASBJ　修正国際基準改正案公表� 3315（6/26）

その他

ネットワーク構築で国際会計人材の育成
へ� 3298（2/20）

ASBJ　３月開催ASAFへの対応を検討 
� 3299（2/27）

IFRS財務諸表の表示・開示を巡る議論 
� 3306（4/17）

ASBJ　IFRS解釈指針委員会へのコメン
ト・レター案　検討を継続� 3307（4/24）

FASF　国際会計人材ネットの登録リス
トを公表� 3309（5/15）

�監査・レビュー�
金融庁

金融庁　監査法人のガバナンス・コード
を公表� 3305（4/10）

JICPA

JICPA　女性会計士活躍促進協議会が発
足� 3294（1/23）

JICPA調査　27年度の監査報酬は平均
4,707万円で2.7％増� 3295（1/30）

JICPA　IT７号改正案を公表� 3301（3/13）

JICPA　仮想通貨交換業者への監査義務
付けで実務指針案� 3304（4 / 3）

JICPA近畿会　不正会計，金融庁と
JICPAで調査の一元化を� 3307（4/24）
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JICPA　2017年版「実態調査報告書」
公表� 3311（5/29）

JICPA　仮想通貨交換業者の分別管理監
査に関する実務指針を公表� 3312（6/12）

JICPA東京会　メディア懇談会を開催	
� 3315（6/26）

CPAAOB

平成28年度の活動状況を公表� 3315（6/26）

その他

監査役協会　国内グループ往査，「監査
役等と内部監査部門が共同実施」は
17％� 3294（1/23）

IFIARの常設事務局が東京に開設� 3305（4/10）
PCAOB　米国も長文型の監査報告へ 

� 3312（6/12）

�ディスクロージャー�
金商法開示

金融庁　公共施設等運営事業対応で財規
等改正へ� 3297（2/13）

開示府令等を改正，経営方針は短信でな
く有報に記載� 3298（2/20）

フェア・ディスクロージャー・ルール等
の法案を国会提出� 3301（3/13）

経営方針等，売上高やROE等の目標値
記載は任意� 3301（3/13）

EDINET・タクソノミ要素リスト（案）
を公表� 3301（3/13）

金融庁　有報作成の留意事項を公表 
� 3305（4/10）

金融庁　第三者割当・特記事項の記載不
要範囲を拡充� 3310（5/22）

改正金融商品取引法を公布� 3311（5/29）

金融庁　公共施設等運営事業対応の財規
改正� 3312（6 / 5）

四半期報告書における「経営方針」の開
示� 3314（6/19）

取引所開示

東証　決算短信を29年３月期から合理
化へ� 3293（1/16）

東証　決算短信・四半期決算短信を合理
化，29年３月期から適用� 3298（2/20）

JICPA　決算短信，監査人は会社に早期
開示の促しを� 3300（3 / 6）

東証　業績予想，表形式と自由記載形式
の２種類の様式を統一� 3303（3/27）

29年３月期決算短信　通期予想のみ開
示が増加傾向� 3312（6/12）

週間「適時開示」ニュース

（12/20〜１/９）� 3293（1/16）

（１/10〜１/16）� 3294（1/23）

（１/17〜１/23）� 3295（1/30）

（１/24〜１/30）� 3296（2 / 6）

（１/31〜２/６）� 3297（2/13）

（２/７〜２/13）� 3298（2/20）

（２/14〜２/20）� 3299（2/27）

（２/21〜２/27）� 3300（3 / 6）

（２/28〜３/６）� 3301（3/13）

（３/７〜３/13）� 3302（3/20）

（３/14〜３/20）� 3303（3/27）

（３/21〜３/27）� 3304（4 / 3）

（３/28〜４/３）� 3305（4/10）

（４/４〜４/10）� 3306（4/17）

（４/11〜４/17）� 3307（4/24）

（４/18〜４/24）� 3308（5 / 8）

（４/25〜５/８）� 3309（5/15）

（５/９〜５/15）� 3310（5/22）

（５/16〜５/22）� 3311（5/29）

（５/23〜５/29）� 3312（6 / 5）

（５/30〜６/５）� 3313（6/12）

（６/６〜６/12）� 3314（6/19）

（６/13〜６/19）� 3315（6/26）
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�会社法�
未来投資会議　株主総会の招集通知添付

書類，原則電子提供へ� 3296（2 / 6）

株主総会資料の電子提供制度新設を検討
へ� 3298（2/20）

法制審議会　株主総会資料を電子提供
へ，会社法改正を検討� 3309（5/15）

定時株主総会，７月の開催予定は０社 
� 3311（5/29）

株主総会，７月開催に向けた課題は？	
� 3314（6/19）

�コーポレート・ガバナンス�
東証　全ての原則を実施した会社は２割 

� 3294（1/23）

金融庁・東証　スチュワードシップ・
コードを見直しへ� 3296（2 / 6）

日本取締役協会　ガバナンス表彰　大賞
にHOYA� 3297（2/13）

取締役協　ガバナンスの模範３社を表彰 
� 3299（2/27）

社外取締役選任，財務・会計の知見求め
る企業は43％� 3302（3/20）

金融庁検討会　スチュワードシップ・
コードの改訂案を公表� 3304（4 / 3）

スチュワードシップ・コードの改訂版が
確定� 3312（6 / 5）

「未来投資戦略2017」を閣議決定� 3314（6/19）

�企業動向�
本誌調査

2016年のIPOは86社で７年ぶり減少 
� 3293（1/16）

東証　企業価値向上表彰　第５回大賞に
花王� 3296（2 / 6）

28年４月〜12月期のGC注記は12社 
� 3303（3/27）

本誌アンケート　改正決算短信，97％
が様式を使用予定� 3305（4/10）

本誌アンケート　業績予想，従来通りの
表形式が大半か� 3306（4/17）

本誌　減価償却方法変更は該当資産なし
でも要対応� 3307（4/24）

本誌開示事例調査　有形固定資産の減価
償却� 3308（5 / 8）

改正決算短信，４月提出の全社が様式に
基づき開示� 3309（5/15）

2016年12月期　税効果新指針の早期適
用状況� 3310（5/22）

2017年３月期決算短信「会計基準選択
の考え方」� 3311（5/29）

短信自由化，様式にないEBITやROEを
開示した会社も� 3312（6 / 5）

経営方針，上場会社の17％が短信にも
開示� 3312（6/12）

2017年上半期のIPO数� 3315（6/26）

その他

東証　MBO後の再上場審査に新たな視
点� 3297（2/13）

不適切なプレッシャーで調査追加� 3302（3/20）
週刊M&Aニュース

（12/17〜12/22）� 3292（1 / 9）

(12/23〜1/13)� 3294（1/23）

(１/14〜１/20)� 3295（1/30）

(１/21〜１/27)� 3296（2 / 6）

(１/28〜２/３)� 3297（2/13）

(２/４〜２/10)� 3298（2/20）

(２/11〜２/17)� 3299（2/27）

（２/18〜２/24）� 3300（3 / 6）

(２/25〜３/３)� 3301（3/13）

(３/４〜３/10)� 3302（3/20）

(３/11〜３/17)� 3303（3/27）

(３/18〜３/24)� 3304（4 / 3）

(３/25〜３/31)� 3305（4/10）
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(４/１〜４/７) 3306（4/17）

(４/８〜４/14) 3307（4/24）

(４/15〜４/21) 3308（5 / 8）

(４/22〜５/５) 3309（5/15）

(５/６〜５/12) 3310（5/22）

(５/13〜５/19) 3311（5/29）

(５/20〜５/26) 3312（6 / 5）

(５/27〜６/２) 3313（6/12）

(６/３〜６/９) 3314（6/19）

(６/10〜６/16) 3315（6/26）

�学会・セミナー・その他�
企業会計審議会　会長に平松一夫氏

 3299（2/27）

JFAEL　企業のIFRS移行経験を共有
 3302（3/20）

若手経理社員を育成する「経面塾」，第
４期キックオフ 3304（4 / 3）

JICPA　グローバル会計・監査フォーラ
ムを開催 3306（4/17）

JFAEL　２回目のIFRS移行経験セミ
ナー 3306（4/17）

監査役協　第84回監査役全国会議を開
催 3307（4/24）

藤沼塾　第４回の講師は金融庁の池田総
務企画局長 3307（4/24）

�税務�
中長期業績連動報酬の活用促進なるか？

 3295（1/30）

東京都など３自治体，２月議会で条例改
正へ 3297（2/13）

東京都条例改正は予定通り，税効果税率
に影響なし 3305（4/10）

経産省　法人税，７月総会開催なら７月
末の申告可能に 3308（5 / 8）

ミニファイル
�税効果会計�
組織再編税制と税効果 3293（1/16）

軽減税率と税効果 3294（1/23）

繰延税金資産の内訳開示 3297（2/13）

繰越欠損金と税効果 3300（3 / 6）

棚卸資産と税効果 3301（3/13）

税効果指針の「分類４」 3305（4/10）

資産除去債務と税効果 3312（6 / 5）

税効果の表示見直し 3313（6/12）

�企業結合�
条件付取得対価の会計処理 3295（1/30）

PPA 3298（2/20）

スクイーズアウト 3301（3/13）

�引当金�
買付契約に関する引当金 3299（2/27）

訴訟損失引当金 3308（5 / 8）

�国際会計基準（IFRS）�
第１四半期からのIFRS適用 3296（2 / 6）

IASBの開示関連プロジェクト 3310（5/22）

営業損益 3312（6 / 5）

�監査・レビュー等�
監査報告書の長文化 3297（2/13）

IFIAR 3304（4 / 3）

意見不表明 3307（4/24）

合意された手続業務 3313（6/12）
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�金商法開示�
報告セグメントの変更 3300（3 / 6）

開示の３パターン（28年度税制改正）
 3307（4/24）

定額法採用会社の記載内訳 3308（5 / 8）

�取引所開示・株式�
譲渡制限の解除条件 3294（1/23）

親会社等の情報開示 3296（2 / 6）

独立役員届出書 3302（3/20）

所在不明株主の株式 3303（3/27）

特注市場と監理銘柄 3303（3/27）

業績予想値を記載しない例 3304（4 / 3）

合併等と上場審査 3306（4/17）

決算短信の開示と監査 3310（5/22）

「経営方針」の開示 3311（5/29）

�その他会計・開示�
取締役会評価の実施 3293（1/16）

仮想通貨の取扱い 3295（1/30）

公共施設等運営権の償却方法 3298（2/20）

厚生年金基金の解散 3299（2/27）

修正後発事象 3302（3/20）

RPAの未来 3305（4/10）

正味売却価額 3306（4/17）

取締役・監査役のトレーニング 3309（5/15）

仮想通貨の勢力分布 3309（5/15）

自社利用のソフトウェア 3311（5/29）

株主総会の決議 3314（6/19）

公共施設等運営権の更新投資 3314（6/19）

臨時株主総会 3315（6/26）

ROA 3315（6/26）

解　説
�会計基準・会計実務等�
■厳選！現場からの緊急相談Ｑ＆Ａ
 有限責任監査法人トーマツ

第38回　連結納税制度を適用する場合の税効果会計 3293（1/16）

石川　慶

第39回　企業集団内の会社に投資（子会社株式又は関連会社株式）を売却した場合の税
効果 3297（2/13）

波多野　伸治

第40回　自社利用のソフトウェアに係る会計処理 3300（3 / 6）

大屋敷　知子

第41回　各種金融商品の期末評価の考え方 3303（3/27）

和田　夢斗

第42回　リース会計における具体的な留意点 3306（4/17）

佐瀬　剛

■Ｑ＆Ａコーナー　気になる論点
（177）　IFRS財団の定款の改正 3292（1 / 9）

（178）　変動支払がある場合の取得原価 3294（1/23）
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（179）　支払義務と負債の計上� 3295（1/30）

（180）　会計上の見積りの変更� 3296（2 / 6）

（181）　人的資源のオンバランス化� 3298（2/20）

（182）　のれんの事後測定の議論（1）� 3300（3 / 6）

（183）　のれんの事後測定の議論（2）� 3302（3/20）

（184）　業績予想の開示� 3304（4 / 3）

（185）　有形固定資産の売却（1）� 3306（4/17）

（186）　有形固定資産の売却（2）� 3308（5 / 8）

（187）　IASBによる開示原則の検討（1）� 3310（5/22）

（188）　権利確定条件付き有償新株予約権� 3312（6 / 5）

（189）　IASBにおける開示原則の検討（2）� 3314（6/19）

早稲田大学大学院　会計研究科　教授　秋葉　賢一

■いまさらきけない会計基準等と実務のポイント
新日本有限責任監査法人

第９回　繰延税金資産の回収可能性� 3297（2/13）

中西　亮介

第10回　上場会社株式の評価� 3304（4 / 3）

安福　健也

第11回　包括利益計算書に係る表示と注記開示� 3311（5/29）

安福　健也

■シリーズ「学生と語る会計基準」　西川教授のポイントレッスン！
第16回　投資不動産� 3296（2 / 6）

第17回　税効果会計� 3301（3/13）

第18回　引当金� 3305（4/10）

第19回　退職給付債務� 3309（5/15）

第20回　負債と資本� 3313（6/12）

慶應義塾大学大学院　客員教授　西川　郁生

■会計不正の構造
【file11】適切な売上計上基準とは� 3296（2 / 6）

■先読み　経財トピックス
Topic５　IR推進法の成立と今後の展望� 3294（1/23）

弁護士　安部　健介／弁護士　青山　慎一
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■Ｍ＆Ａ物語
有限責任 あずさ監査法人

第８回　クロスボーダー M＆A� 3294（1/23）

企業成長支援本部　パートナー　栗栖　孝彰／企業成長支援本部　パートナー　佐藤　義仁 
／アカウンティング・アドバイザリー・サービス事業部　パートナー　伊巻　寛幸

第９回　Ｍ＆Ａ・新規連結時の留意点� 3297（2/13）

企業成長支援本部　パートナー　栗栖　孝彰／企業成長支援本部　マネジャー　小瀧　征太郎

第10回(最終回)　PMI� 3300（3 / 6）

企業成長支援本部　パートナー　栗栖　孝彰

／アカウンティング・アドバイザリー・サービス事業部　パートナー　内山　貴史

■会計上の見積り　実務上の留意点Ｑ＆Ａ
新日本有限責任監査法人

第１回　固定資産の減損� 3297（2/13）

山澤　伸吾

第２回　時価なし株式の実質価額の算定と回復可能性� 3298（2/20）

清宮　悠太

第３回　工事契約� 3299（2/27）

浅井　哲史／小野瀬　貴久

第４回　引当金� 3301（3/13）

笹澤　誠一

第５回　資産除去債務� 3302（3/20）

加藤　圭介

第６回（最終回）　繰延税金資産の回収可能性� 3303（3/27）

佐久間　大輔

■CFOに必要な財務リテラシーとは何か？
第１回　日本企業の保有する100円は50円に見なされている？� 3304（4 / 3）

第２回　良いROEと悪いROE� 3308（5 / 8）

第３回　ROE８％は魔法の数字� 3312（6 / 5）

東洋大学客員教授・エーザイ常務執行役CFO　柳　良平

■上場会社の経理担当者が知っておくべきPPA実務
株式会社Stand by Ｃ

第１回　PPA（Purchase Price Allocation）とは？� 3307（4/24）

公認会計士・税理士　角野　崇雄
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第２回　PPAのプロセスと登場人物� 3310（5/22）

公認会計士・税理士　大和田　寛行

第３回　PPA における無形資産の認識� 3314（6/19）

公認会計士・税理士　松本　久幸

■平成29年３月期決算
・平成29年３月期決算における決算スケジュール� 3295（1/30）

・平成29年３月期決算〜Ｑ＆Ａで分かる！会計＆税務のポイントと対応策（上）� 3296（2 / 6）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（下）� 3297（2/13）

新日本有限責任監査法人　公認会計士・税理士　太田　達也

■新会計基準等解説
・実務対応報告第33号「リスク分担型企業年金の会計処理等に関する実務上の取扱い」

等の解説� 3296（2 / 6）

企業会計基準委員会　専門研究員　藤澤　秀樹

・企業会計基準第27号「法人税，住民税及び事業税等に関する会計基準」の解説� 3306（4/17）

企業会計基準委員会　専門研究員　淡河　貴絵

・改正実務対応報告第18号「連結財務諸表作成における在外子会社等の会計処理に関す
る当面の取扱い」等の解説� 3309（5/15）

企業会計基準委員会　専門研究員　三宮　朋広

・実務対応報告第35号「公共施設等運営事業における運営権者の会計処理等に関する実
務上の取扱い」の解説� 3312（6 / 5）

企業会計基準委員会　ディレクター　前田　啓

・実務対応報告公開草案第52号　「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を
付与する取引に関する取扱い（案）」等の解説� 3313（6/12）

企業会計基準委員会　ディレクター　前田　啓

・公共施設等運営事業に関する財務諸表等規則等の改正及び有価証券報告書における経営
方針等の記載の追加等に係る開示府令等の改正について� 3314（6/19）

金融庁　総務企画局　企業開示課　企業会計調整官　徳重　昌宏／課長補佐　亀岡　典之

／企業会計専門官　江本　卓也／課長補佐　上利　悟史

／前 金融庁総務企画局企業開示課専門官　佐藤　光伸

■その他
・新春特別寄稿　企業会計の課題と監査の信頼回復� 3294（1/23）

一般社団法人　日本経済団体連合会　参与　阿部　泰久

・スマートフォンゲームにおける収益認識� 3299（2/27）

一般社団法人　モバイル・コンテンツ・フォーラム　会計・税務部会　部会長　加藤　孝之
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�国際会計基準（IFRS）・米国基準関係�
■IFRSをめぐる動向

PwCあらた有限責任監査法人
第94回　資本の特徴を有する金融商品プロジェクト� 3296（2 / 6）

� 浅井　敬子

第95回　適用後レビューから生じたIFRS第８号「事業セグメント」の明確化（2016年
10月の議論）� 3300（3 / 6）

小柳　千佳子

第96回　「開示イニシアティブ」の進展〜重要性の適用プロジェクトなど（2017年２月
までの動向）� 3305（4/10）

三浦　朱美

第97回　保険契約プロジェクト� 3309（5/15）

川端　稔

第98回　コモディティ・ローン取引の会計処理� 3313（6/12）

小柳　千佳子

■世界のIFRS適用事例
Case1　お値段４兆円の無形資産� 3306（4/17）

Case2　無形資産の「耐用年数が確定できない」要因� 3309（5/15）

Case3　研究費と開発費の区分� 3312（6 / 5）

■【投資家が求める開示】企業分析の視点からみたIFRS財務諸表
第1回　「Operatingか，Investmentか？」� 3311（5/29）

野村総合研究所　上級研究員　三井　千絵

■その他
・投資家とのより良い対話のための，IFRSの適用に向けて� 3293（1/16）

野村総合研究所　上級研究員　三井　千絵

・≪TOPICS EYE≫　MBOと再上場時の「のれん」会計� 3299（2/27）

・FASB「のれんの減損テストの簡素化」について� 3305（4/10）

新日本有限責任監査法人　品質管理本部　キャピタル・マーケッツ部　 
公認会計士　森　圭司

・IFRS第17号「保険契約」の概要� 3315（6/26）

有限責任 あずさ監査法人　三輪　登信／藤原　初美／山下　光
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�海外事情�
■海外会計トピックス

2016年の閲覧数トップ10，2017年の国際的リスクトップ10，その他� 3292（1 / 9）

米国大統領とSEC，人材採用と倫理チェック，その他� 3293（1/16）

米国政府の債務超過額膨らむ，英国での不正金額増加，その他� 3294（1/23）

経営者が長期的視点を持つ動機付け，SECでの処分，その他� 3295（1/30）

FASB：のれん減損ステップ２を削除，腐敗した国世界ワースト10，その他� 3296（2 / 6）

トランプ大統領金融規制見直し，BT会計スキャンダルと防止，その他� 3297（2/13）

CFOの悩みを減らす秘訣5項目，組織的万引き被害額年300億ドル，その他� 3298（2/20）

革新的企業の特徴，会計業務は退屈，その他� 3299（2/27）

ロボ・アドバイザー，どうなるSOX，その他� 3300（3 / 6）

アーサーアンダーセン復活に立ちはだかるもの，CFOと最新技術，その他� 3301（3/13）

米国：新リース会計基準対応準備，IRS：実調率2003年以降最低，その他� 3302（3/20）

複雑な会計領域での不正防止策，ストックオプションと不正会計，その他� 3303（3/27）

海外会計トピックスCFOに必要な感情知性，会計士は退屈だが報酬は高い，その他� 3304（4 / 3）
ネットを使ったねずみ講で有罪，若手会計士が大手事務所から大脱出，その他� 3305（4/10）

ネットの速度と財務部門の業務，会計に関する代表訴訟の増加，その他� 3306（4/17）

ブロックチェーンとCFO，情報技術と会計事務所，その他� 3307（4/24）

CFOがCEOになるための4ステップ，従業員の満足度と不正，その他� 3308（5 / 8）

新たな経営指標，決算業務は残業とストレス，その他� 3309（5/15）

CFOの報酬アップ，EUとパナマ文書� 3310（5/22）

今後の会計に5つの傾向，GAO：IRSとFRBの検査結果，その他� 3311（5/29）

OECD無形資産の移転価格問題，テロのリスクと対応，その他� 3312（6 / 5）

PCAOB監査報告書の記載改訂，内部通報者に対する英米の違い，その他� 3313（6/12）

財務部門の人材コストと経営，米国最高裁がSECの課徴金に制限，その他� 3314（6/19）

ブロックチェーンを知る必要性，SOX適用は依然高コスト，その他� 3315（6/26）

飯田公認会計士事務所　飯田　信夫

■世界の会計事務所から
KPMG

第９回　ラオス　未開の地ラオスでの会社設立と運営� 3295（1/30）

タイ事務所　エグゼクティブ・ディレクター　宮田　一宏

第10回　韓国　監査前財務諸表の提出時期はいつ？� 3299（2/27）

ソウル事務所　シニアマネジャー　西谷　直博

第11回　台湾　台湾はIFRS適用国？� 3302（3/20）

台北事務所　パートナー　友野　浩司
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第12回　ケニア　会社の監査義務と法律改正の実務的影響� 3310（5/22）

ケニア　シニア　岩瀬　次郎

■その他
・インドにおける統一間接税（GST）へのコンプライアンス対応� 3293（1/16）

KPMGインド　デリー事務所　公認会計士・米国公認会計士　宮下　準二 
／ KPMGインド　バンガロール事務所　ITアドバイザリー　田村　暢大

・2017年度インド予算案(前編）� 3298（2/20）

　　　　　　　　　　　　(後編）� 3300（3 / 6）

KPMGインド　アソシエイト・ディレクター　公認会計士，米国公認会計士　宮下　準二

・世界会計よもやま話　コンピュータ犯罪，サラミ法の始まり� 3310（5/22）

愛知工業大学　教授　岡崎　一浩

�ディスクロージャー�
・新春特別寄稿　ディスクロージャー・企業会計等をめぐる動向� 3292（1 / 9）

金融庁　総務企画局　企業開示課長　田原　泰雅

・証券取引等監視委員会　中期活動方針（第９期）� 3300（3 / 6）

証券取引等監視委員会　事務局長　佐々木　清隆

・決算短信等の開示の自由度の向上について� 3303（3/27）

東京証券取引所　上場部　公認会計士　桑原　一敬

・有価証券報告書　作成上の留意点（平成29年３月期提出用）� 3307（4/24）

公益財団法人　財務会計基準機構　企画・開示室　高野　裕郎

�上場制度�
・新春特別寄稿　上場制度に関する動向〜2016年を振り返って〜� 3294（1/23）

東京証券取引所　執行役員上場部長　青　克美

・MBO後の再上場に関する考え方の整理について� 3304（4 / 3）

東京証券取引所　上場部　企画グループ　調査役　池田　直隆

�会社法�
■役員の報酬・賞与・慰労金の基本と実務Q＆A

＜197＞　取締役解任の正当な理由（２）� 3293（1/16）

＜198＞　取締役解任の正当な理由（３）� 3296（2 / 6）

＜199＞　取締役解任の正当な理由（４）� 3298（2/20）

弁護士　小林　公明
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■その他
・平成29年６月総会想定問答Q＆A� 3308（5 / 8）

弁護士　中村　直人／弁護士　後藤　晃輔

�監査�
・公認会計士・監査審査会における2016年の振り返りと2017年の展望� 3295（1/30）

公認会計士・監査審査会　事務局長　天谷　知子

・「監査法人の組織的な運営に関する原則」（監査法人のガバナンス・コード）の概要 
� 3309（5/15）

金融庁　総務企画局　企業開示課　開示業務室長　原田　一寿 

／金融庁　総務企画局　企業開示課　専門官　林　健一

・｢『会計監査人をどう選ぶか？会計監査人に何を求めるか？』アンケート｣からみる財務
諸表作成者から見た監査実務と課題� 3311（5/29）

公認会計士　那須　伸裕

�税務�
■連結納税・税効果入門　連結法人税計算のしくみと税効果会計

第４回　連結納税制度を適用する場合の税効果会計� 3295（1/30）

第５回　法人税及び地方法人税に係る繰延税金資産の回収可能額の算定� 3296（2 / 6）

第６回　住民税に係る繰延税金資産の回収可能額の算定� 3298（2/20）

第７回（最終回）　事業税に係る繰延税金資産の回収可能額の算定� 3299（2/27）

小川哲也公認会計士・税理士事務所　代表　小川　哲也

■組織再編成に関する税制改正
デロイト トーマツ税理士法人　グローバルタックスサービス

第１回　スピンオフ税制の創設� 3312（6 / 5）

パートナー　西村　美智子／シニアアソシエイト　李　炯俊

第２回　スクイーズアウト税制の創設� 3313（6/12）

パートナー　西村　美智子／シニアアソシエイト　森　将也

第３回　非適格株式交換及び連結納税開始・加入時の時価評価対象資産の範囲の見直し 
� 3314（6/19）

パートナー　西村　美智子／マネジャー　村上　太一

第４回　グループ内の分割型分割に係る関係継続要件の見直し� 3315（6/26）

パートナー　西村　美智子／シニアアソシエイト　山之内　泰弘
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■その他
・｢法人税の申告期限延長の特例の適用を受けるに当たっての留意点」の解説� 3315（6/26）

経済産業省　経済産業政策局　企業会計室　室長補佐　中谷　孝之

�コラム・書評等�
■ハーフタイム
「制度」としての連結・M&A・のれん会計� 3293（1/16）

21世紀企業における会計の役割� 3294（1/23）

ビジネスモデルに対応する会計はどれか� 3296（2 / 6）

「所有から使用へ」の潮流と現代会計� 3297（2/13）

IFRS採用でのれん償却負担がなくなる？� 3299（2/27）

速い思考と遅い思考� 3300（3 / 6）

自分の中の他人� 3301（3/13）

自分の中の公平な観察者� 3303（3/27）

経済予測はなぜ誤り易いか� 3304（4 / 3）

歴史から学ぶ将来予測� 3306（4/17）

情と情報� 3307（4/24）

ロビンソン・クルーソーの経済観と宗教意識� 3309（5/15）

『宝島』から『水車小屋のウイル』へ� 3310（5/22）

クールヘッドとウォームハート� 3312（6 / 5）

統計は偶然を飼いならせるか� 3314（6/19）

■書評
・有限責任監査法人トーマツ監訳『国際財務報告基準（IFRS）詳説 iGAAP2016』� 3293（1/16）

関西学院大学　名誉教授　平松　一夫

・秋葉　賢一著『エッセンシャルIFRS（第５版）』� 3298（2/20）

IFRS財団アジア・オセアニアオフィス　ディレクター　竹村　光広

・間島　進吾・石橋　武昭・志目　健二著『IFRSプロフェッショナルマニュアル』� 3306（4/17）
横浜国立大学成長戦略研究センター　客員教授・公認会計士　五十嵐　則夫

・橋本　尚／山田　善隆著「IFRS会計学基本テキスト第５版」� 3307（4/24）

会計教育研修機構　理事・事務局長　新井　武広

・PwCあらた有限責任監査法人編『経営監査へのアプローチ』� 3309（5/15）

東京霞ヶ関法律事務所　弁護士　遠藤　元一

・杉本　徳栄著『国際会計の実像』� 3314（6/19）

国際会計基準審議会（IASB）　理事　鶯地　隆継



35

週刊　 （第三種郵便物認可）29．6．26　 No. 3315

■年頭所感
・税務研究会　代表取締役社長　山根　毅� 3292（1 / 9）

・公益財団法人　財務会計基準機構　理事長　釡　和明� 3292（1 / 9）

・日本公認会計士協会　会長　関根　愛子� 3292（1 / 9）

・公益財団法人　日本監査役協会　会長　広瀬　雅行� 3292（1 / 9）

・日本税理士会連合会　会長　神津　信一� 3293（1/16）

・公益財団法人　全国法人会総連合　会長　池田　弘一� 3293（1/16）

・株式会社日本取引所グループ　代表執行役グループCEO　清田　瞭� 3294（1/23）

・国際会計基準審議会（IASB）議長　ハンス・フーガーホースト� 3294（1/23）

・IFRS財団アジア・オセアニアオフィス　ディレクター　竹村　光広� 3294（1/23）

・証券取引等監視委員会　委員長　長谷川　充弘� 3295（1/30）

■学会等お知らせ
・日本ディスクロージャー研究学会　第15回研究大会開催のお知らせ� 3307（4/24）

・国際会計研究学会　第8回東日本部会開催のお知らせ� 3310（5/22）

・国際会計研究学会　第8回西日本部会開催のお知らせ� 3312（6 / 5）

・日本監査研究学会　第40回西日本部会・第39回東日本部会開催のお知らせ� 3313（6/12）

・第15回青山学院「会計サミット」の開催について� 3313（6/12）

・アジア太平洋管理会計学会2017年度コンファレンス開催のご案内� 3314（6/19）

■その他
・若手経理社員育成PJ「経面塾」第３期生レポート「20年後の理財部門が果たすべき役

割と目指す人財像」� 3293（1/16）

・「第８回プロネクサス懸賞論文」の受賞作品決定� 3295（1/30）

・本誌　決算短信に関する読者アンケートのご案内� 3300（3 / 6）

・「産業經理」創立75周年記念号を発刊� 3302（3/20）

・映画「家族はつらいよ２」５月27日公開� 3302（3/20）

＊インタビュー・座談会＊
■インタビュー

・「〜道を切り拓く〜　世界一への財務戦略」日本電産　代表取締役会長兼社長　永守　

重信� 3293（1/16）

・新春インタビュー　国税庁長官　迫田　英典� 3294（1/23）

・「監査法人のガバナンス・コード」策定にあたって� 3297（2/13）

金融庁　総務企画局　企業開示課　開示業務室長　原田　一寿

・「変わる証券市場の風景と監視委員会の今後の取組みについて」証券取引等監視委員会
　委員長　長谷川　充弘� 3301（3/13）
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・「会計大学院が生まれ変わる！」青山学院大学大学院会計プロフェッション研究科
（GSPA）　研究科長　小西　範幸 3305（4/10）

・「制度も人も，世界をめざす　〜国際会計人材の育成に向けて〜」 3307（4/24）

関西学院大学　名誉教授，企業会計審議会　会長　平松　一夫

・「株主総会の近時の傾向」弁護士　中村　直人 3308（5 / 8）

・≪TOPICS EYE≫　東芝「無意見報告書」の問題を聞く！ 3310（5/22）

青山学院大学大学院　教授　八田　進二

■座談会
第三者委員会報告書の社会的意義と今後の課題＜前編＞ 3294（1/23）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜後編＞ 3295（1/30）

日比谷パーク法律事務所　弁護士　久保利　英明／東京霞ヶ関法律事務所　弁護士　遠藤　元一

／プロアクト法律事務所　弁護士　竹内　朗／青山学院大学大学院　教授　八田　進二（司会）

参考資料
・企業会計基準第27号「法人税，住民税及び事業税等に関する会計基準」の公表 3303（3/27）

・実務対応報告第34号「債券の利回りがマイナスとなる場合の退職給付債務等の計算に
おける割引率に関する当面の取扱い」の公表 3304（4 / 3）

・監査法人の組織的な運営に関する原則　≪監査法人のガバナンス・コード≫　監査法人
のガバナンス・コードに関する有識者検討会 3306（4/17）

・実務対応報告公開草案第52号　従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を
付与する取引に関する取扱い（案） 3310（5/22）

・企業会計基準適用指針公開草案第57号「払込資本を増加させる可能性のある部分を含
む複合金融商品に関する会計処理（案）」 3310（5/22）

・実務対応報告第35号　「公共施設等運営事業における運営権者の会計処理等に関する実
務上の取扱い」の公表 3312（6 / 5）

・実務対応報告第35号　公共施設等運営事業における運営権者の会計処理等に関する実
務上の取扱い 3312（6 / 5）


